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水道事業の特色（地方公営企業）

■水道事業は「地方公営企業」
※地方公営企業とは、地方公共団体（岐阜市）が住民の福祉の増進を目的
として経営する「企業」

■下水道事業については、地方公共団体の判断により、
条例にて適用（岐阜市の下水道事業は「地方公営企業」）

地方公営企業

■財務会計
企業会計方式にて経理処理。事業運営の経費は料金
収入を柱とする「受益者負担」で賄うのが原則。

■経営組織
企業管理者制度により、管理者に大きな権限が与えら
れ、機動的な企業経営を行う。

企業経営の基本原則
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水道事業の特色（地方公営企業）

■岐阜市は水道事業、下水道事業ともに公営企業で運営
しており、事業運営は、利用者からの料金収入により
運営費用を賄う「独立採算制」。
■原則として「税金」は使われない。

独立採算制

■施設の建設や管路の布設に、多額の資金が必要。
資金調達の手段として、企業債を発行し、財源を確保。
■事業効果は、将来にわたって及ぶもの。企業債の償還を利
用者からの料金収入をもとに、長期に渡り返済し、
「世代間の負担の公平性」を図っている。

事業運営の資金
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水道事業の特色（料金決定の原則）

水道料金はサービスの対価

岐 阜 市 利 用 者

水道サービス
（安全な水道水を安定供給）

水道料金（事業運営の原資）水道料金の決定原則

地方公営企業法第２１条第２項

公正妥当

適正な原価を基礎

健全運営の確保

水道法第１４条第２項

適正な原価に照らし公正・妥当

定率・定額で明確に設定

不当な差別的取扱いの禁止

※法令に決定の原則が示され、各自治体が料金水準を設定
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水道事業の状況（事業の現況）

■ 水道料金 約５２．６億円
※建設改良等事業投資は約２２．５億円（水道管の更新等）

収入額（水道料金など）

■ 給水戸数 約１４万８千戸 ■ 水道普及率 ８５．６％

給水戸数及び普及率

■ 配水量 約５千３百万
■ 有収水量（料金収入となった水量） 約３千９百万
■ 有収率 約７４．７％

配水量及び有収水量

■ ９４名 （昭和６２年度がピークで１５６名）

職員数

平成２７年度決算見込み
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水道事業の状況（事業の現況）

水道区域図

■６つの給水ブロック

■１８カ所の水源地

■水源は、地下水
※雄総、鏡岩水源地は伏流水。

その他は深井戸

■水道管総延長
2,364ｋｍ

平成２７年度末の状況

長 良 川

雄総給水ブロック

三輪給水ブロック

芥見給水ブロック

柳津給水ブロック

鏡岩給水ブロック

木田給水ブロック

・西郷

・黒野第２

・方県
・岩野田

・一日市場 ・雄総・木田

・三輪第２

・三輪第１

・芥見野村
・日野第１

・日野第２

・鏡岩

・本荘

・市橋

・下川手
・佐波

・柳津

凡例
・水源地
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水道事業の状況（水道事業の年間の収支）

平成２７年度の収支状況見込み（税抜き）

収入（収益） 支出（費用）

単位：千円

水道料金
5,258,768

その他収益
53,212

減価償却費等
2,180,173

動力費
291,002

物件費
670,275

人件費
696,003

支払利息等
813,106

一般会計補助金
11,844

収入計
5,567,966

支出計
4,651,405

（14.4％）

（0.2％）

（1.0％）

（46.9％）

（17.5％）

（15.0％）

（94.4％）

（6.2％）

長期前受金戻入
244,142
（4.4％）

特別損失
846
（0％）
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水道事業の状況（水道事業の収支の推移）
過去10年間の「総収入」、「料金収入」、「費用」の推移

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

・料金収入は、平成２５年度までほぼ横ばい。
費用（人件費等）を抑制し、利益を確保。
・平成２６年度に１４年ぶりとなる料金改定を実施し、料金収入が増加。
※平成26・27年度「その他の収入」には会計制度の変更によるもの（長期前受金戻入）を含む。
なお、これに対応する「支出」も増加している。

Ｈ２７

その他の収入（他会計負担金、一般会計補助金など）

支出（費用）収入（収益）

収益のうち、
水道料金収入
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水道事業の状況（使用水量の推移）

過去10年間の給水人口及び有収水量

※「給水人口」「有収水量」ともに、減少傾向。

給水人口

有収水量
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水道事業の状況（企業債の状況）

企業債残高の推移
設備投資における企業債の割合が
高く、企業債残高は高水準。
※中核市平均：２４２億円

417.6 413.5 408.9 402.5 393.9
381.9

370.2 362.7
352.1 343.8

中核市平均：２４２億円（平成２３年度末）
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水道事業の状況（水道施設の将来の見込み）

今後の老朽化する水道管の延長と総延長に対する割合

40年経過管の割合

40年経過管
の延長（ｋｍ）

６0年経過管の割合

60年経過管
の延長（ｋｍ）

※更新投資の継続により、老朽管の大幅な増加は回避できる見込み。

平成２７年度 水道管総延長
２，３６４ｋｍ



■平成２６年１０月検針分から適用
■平均改定率９．４７％
■一般家庭３人世帯（税込）１月22 使用（平成24 年度平均値）
改定前2,602 円⇒ 改定後2,865 円（263 円増）
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水道事業の状況
（平成２６年度料金改定）

■料金算定期間は、平成２６～２８年度までの３年間。
■安心、安全、かつ安定した事業継続を保証するに足る
施設設備を将来にわたり「維持」、「更新」、「管理」
するために年平均２４億円程度の計画的投資を継続すること。
■企業債償還金の増加を抑制し、自己資金による財源確保に
よって安定した事業運営を実現し、
企業債に過度に依存した事業運営からの脱却を図るために、
平均改定率9.47％の料金増額改定を行うこと。

公営企業経営審議会からの答申について

料金改定について
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水道事業の状況
（水道事業の状況のまとめ）

■収益の９４％超が
料金収入。
■利益確保の取組として
費用の削減に加え、
平成２６年度に
料金改定を実施。
■財源としては増加。

収支の推移

■「給水人口」「有収水量」ともに、
減少傾向。

使用水量の推移

■水道管の老朽化に対応するため、
維持・更新への継続的な投資は必要。

水道管の将来見込み

■人口減少や節水型社会の進展により、有収水量は減少傾向。(8ページ)

今後の見通し

■企業債残高は、比較的高水準だが、今後は縮減が進む。(9ページ)

■施設の老朽化に対応し、維持・更新への投資は継続。(10ページ)

■残高は中核市平均より多い。

企業債の状況

■料金改定により、有収水量の減少に伴う減収を補う。(11ページ)



岐阜市上下水道事業部 13

水道事業の料金制度（料金制度の概要）

料金体系の大別 用途別 用途・口径別併用

基本料金・従量料金の組立

基 本 料 金 従量料金（超過料金）

基本水量あり

単一型基本水量なし

逓増型

逓減型

口径別

■基本水量制
・一定水量まで使用量に
関わらず定額
・公衆衛生上の観点や料
金の低廉化を図るために
導入

■単一型
使用水量あたりの料金が同額
■逓増型・逓減型
使用量が多ければ多いほど１ あ
たりの金額が高くなるのが逓増型、
反対に安くなるのが逓減型

※青地に白文字が岐阜市の料金体系等
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水道事業の料金制度（料金制度の概要）

料金体系の大別（出典：水道料金表 日本水道協会編）

用途別

口径別

■「水道水を使う目的」により区分し、料金を算定
※例えば、「家事用」「学校用」「公衆浴場用」など
■全国１，２７４水道事業体のうち、４１５事業体が採用
■中核市４２市のうち、７市が採用

■「一度に水道水をどのくらい使うか」により区分し、料金を賦課
■全国１，２７４水道事業体のうち、７２１事業体が採用
■中核市４２市のうち、３５市が採用

■岐阜市は、「第１種：家事用」「第２種：学校等用」
「第３種：公衆浴場用」「第４種：その他」の用途別料金体
系を基本に、「第４種：その他」に口径別料金体系を採用。
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水道事業の料金制度（料金制度の概要）

基本料金・従量料金の組立（出典：水道料金表 日本水道協会編）

逓増型・逓減型・単一型

■一定水量を「基本料金」に含む料金区分。公衆衛生上の観点
や料金の低廉化を図るために導入
■全国１，２７４水道事業体のうち、９５３事業体が採用
■中核市４２市のうち、１５市が採用

■使用量が多ければ、1 あたりの金額が高くなるのが「逓増型」
■使用量が多ければ、1 あたりの金額が低くなるのが「逓減型」
■使用量にかかわらず、 1 あたりの金額が同じなのが「単一型」
■全国１，２７４水道事業体のうち、逓増型は８５７事業体、
逓減型は８事業体、単一型は４０９事業体。

■中核市４２市のうち、逓増型は４１市、単一型は１市。

基本水量



岐阜市の水道料金体系
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水道事業の料金制度（料金制度の概要）

７５ミリ
【８０ まで】
１１，５１５円

【第１種】家事用
【基本水量なし】
６８５円 １０ を超える分

　１ につき１５４円

１３、２０、２５ミリ
【基本水量なし】
６８５円 １０ を超える分

　１ につき１５４円

５０ミリ

【５０ まで】
１，８４０円

１ につき５０円

１ につき１５４円

用
途
別
料
金
体
系

１０ まで
　１ につき５円

【第２種】学校、幼稚園、保育所用
【５０ まで】
３，６７５円

【第４種】第１種～第３種に
　　　　　 該当しないもの

口
径
別
料
金
体
系

１０ まで
　１ につき５円

４０ミリ

１５０ミリ
【３８０ まで】
５７，７１５円

１ につき１５４円

【２０ まで】
２，２７５円

【第３種】公衆浴場用

【４０ まで】
５，３５５円

１００ミリ
【１６０ まで】
２３，８３５円

２部料金制（基本料金＋従量料金）

基本料金 従量料金

従
量
料
金
逓
増
型

基
本
水
量
な
し

何に使うか
どのくらい
使うか

岐阜市の水道料金の体系
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水道事業の料金制度（中核市との比較）

中核市４２市との比較（一般家庭：1月10 口径13mm）

■岐阜市 869円（中核市平均1,182円）
■中核市42市のうち、低いほうから5番目

※中核市・料金はＨ27.4.1現在
※越谷市（企業団）、船橋市（県営）
八王子市（都営）を除く
出典：水道料金表 日本水道協会編

中核市平均
1,182円のライン

■安価（函館市） ＋ 103円（＋13.4％）
■高価（郡山市） ▲1,355円（▲60.9％）
■平均値との比較 ▲ 313円（▲26.5%）
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水道事業の料金制度（県内市との比較）

県内市２１市との比較（一般家庭：1月10 口径13mm）

※中核市、県内市と比較して、料金水準は低い。

■県内市21市で、3番目に低い料金（県内市平均1,383円）

■高価（恵那市） ▲1,369円（▲61.0％）
■平均値との比較 ▲ 514円（▲37.2%）

県内市平均
1,383円のライン


